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財務省がコメ・水田政策で提起 

飼料用米助成廃止を 

備蓄米の水準引き下げも 

 

財務省の諮問機関で財政制度等審議会の下部組織、財政制度分科会（分科会長=十倉雅和・

住友化学㈱会長）は、11 日に東京・霞が関で会合を開き、農林水産予算のあり方を審議した。この

中で財務省はコメ・水田政策を取り上げ、▷水田活用の直接支払交付金の対象から飼料用米を外す

べき▷備蓄米の水準（100万㌧程度）を引き下げるべき――などの方向性を提起した。 

 

今回の財政制度分科会で財務省は、近年の農林水産関係予算について、「当初・補正併せて

2.7~2.8 兆円程度で推移し、コロナ・物価高対応などによって 3.3 兆円まで急増後も、補正予算を中

心に依然として予算総額が高水準」と財政負担の高さを問題視。コメ・麦・大豆などについては、「経営

所得安定対策などとして多額の財政負担が生じており、支出のあり方などをつねに検証する必要がある」

と強調している。 

 

水田政策の見直しについて財務省は、「食料自給率に過度に引きずられることなく、国民負担最小

化の視点は重要。まずは水田活用の直接支払交付金における飼料用米の交付単価について、来年度

予算でも引き続き引き下げを実施し、まさに‟安定運営できる水田政策”においては交付対象から外す

べき」と強く断じた。 

 

加えて、100 万㌧程度を適正水準と定めて運用されているコメの政府備蓄に関して財務省は、「現

在の適正備蓄水準は大不作の場合などに備え、平成 13年に当時の年間需要量 900 万㌧を前提に

設定されたもの。まずは、現在の需要量（700 万㌧程度）を前提に設定し直す必要がある」と規模縮

小を求めた。100 万㌧から 2割程度の圧縮を提起したことになる。 

 

財務省は、備蓄米制度に関連させて、ミニマム・アクセス輸入(MA)米の運用のあり方についても提言。

ガット・ウルグアイ・ラウンド交渉の結果に言及し、「MA 導入に伴う国内主食用米の生産調整は行わな

いこととされたため、輸入した MA 米を主食用米として流通させないよう加工用・飼料用などとして販売す

ることで多額の財政負担が発生している」と指摘。毎年度 400~600 億円ほど発生している多額の財

政負担を問題としてとらえた。 

 

今後の MA 米のあり方として、「例えば緊急時には、市場に影響を与えない範囲で活用するルールを

設けるなどにより、備蓄水準・財政負担の減少につなげる工夫を検討すべき」と主張。緊急時に MA 米

を条件付きで主食用米に回すことで、平時の備蓄水準を引き下げることを求めている。 



構造転換の必要性の強調 

低コスト化進め輸出拡大へ 

財務省は、これからのコメ・水田政策の見直しについて「農業経営の効率化を進め、相当程度に低コ

ストの業務用米や加工用米、米粉の生産、さらには輸出により収益を上げられる、高米価に頼らない構

造への転換を進めていくべき」と方向転換を提言した。 

 

今後、政府が進めようとしているコメ輸出の拡大についても言及。「コメの輸出は容易ではなく、努力の

積み重ねが不可欠」と指摘し、「生産面においては需要に応じた生産を行いつつも、農地の集約化やス

マート農業、優れた多収性米といった工夫を結集し、コストを最大限に引き下げていくべき」と強調した。 

加えて「需要面においても、相手国側の嗜好の研究・反映など販路開拓に尽力する必要がある」と、

マーケティング面における今後の課題を提起している。 

 

一方で財務省は、「食料・農業・農村基本法の改正と農業の構造転換」についても課題を提起。新

たな食料・農業・農村基本計画の策定・実施に向け、「これまでの取り組みと成果の検証も踏まえつつ、

どんな‟構造“にどう‟転換”するのか、将来像を明らかにした上で、合理的な国民負担・財政負担のあり

方について検討すべき」と提唱した。 

 

加えて国際的な農業保護の水準指標（PSE）に照らし、「OECD 各国と比較すると、日本は相対

的に高い」と指摘。その上で「法人経営や大規模化、輸出の推進など可能な努力を積み重ね、多額の

国民負担に支えられている日本の農業を自立した産業へと、まさに‟構造転換”していく必要がある」と強

調し、独立できる産業への脱却を主張している。 

 

 

水田政策見直しに先手 

今回の財務省による提起は、制定から 25 年ぶりに行われた基本法の改正と、それに伴って農水省で

開始されている基本計画の具体的な施策の検討に先立って行われたもの。 

 

農水省は今後、総合的なコメ政策のあり方について検討を行い、水田政策の見直しを令和 9 年度

以降に実現していく方針にある。ただしそれに先立ち、新基本法に基づいて農業施策の基本的な方針

や食料安全保障の確保に関する目標などを定めた基本計画を作成し、初動 5 年間は農業の構造転

換を集中的に推進できるよう、関連施策を実行していく‟前倒し“の構えを取る方針だ。これに先手を打

つ形で財務省が注文を付ける格好となった。 


